
省

令

別
表
第
一
第
四
〇
号
の
四
及
び
第
四
〇
号
の
五
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

四
〇
の
四

経
済
連
携
協
定
に
基
づ
く
申
告
原
産
品
に
係
る
情

報
の
提
供
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
平
成
二
十

六
年
政
令
第
三
百
九
十
四
号
）

第
六
条
第
一
項
第
一
号
ロ

四
〇
の
五

第
六
条
第
三
項
第
二
号

平成年月日 水曜日 (号外第号)官 報

経
済
連
携
協
定
に
基
づ
く
報
復
関
税
に
関
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

平
成
二
十
九
年
一
月
二
十
五
日

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

政
令
第
十
号

経
済
連
携
協
定
に
基
づ
く
報
復
関
税
に
関
す
る
政
令

内
閣
は
、
関
税
暫
定
措
置
法
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
三
十
六
号
）
第
七
条
の
十
第
四
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の

政
令
を
制
定
す
る
。

（
経
済
連
携
協
定
に
基
づ
く
報
復
関
税
を
課
す
る
こ
と
等
の
告
示
）

第
一
条

財
務
大
臣
は
、
関
税
暫
定
措
置
法
第
七
条
の
十
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
措
置
（
以
下
「
経
済
連
携
協
定
に
基

づ
く
報
復
関
税
」
と
い
う
。）を
と
る
こ
と
又
は
経
済
連
携
協
定
に
基
づ
く
報
復
関
税
を
変
更
し
、
若
し
く
は
廃
止
す

る
こ
と
（
以
下
「
経
済
連
携
協
定
に
基
づ
く
報
復
関
税
に
係
る
措
置
」
と
い
う
。）が
決
定
さ
れ
た
と
き
は
、
速
や
か

に
、
そ
の
旨
及
び
次
に
掲
げ
る
事
項
を
官
報
で
告
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

当
該
経
済
連
携
協
定
に
基
づ
く
報
復
関
税
に
係
る
措
置
の
対
象
と
な
る
国
（
固
有
の
関
税
及
び
貿
易
に
関
す
る

制
度
を
有
す
る
地
域
を
含
む
。）

二

当
該
経
済
連
携
協
定
に
基
づ
く
報
復
関
税
に
係
る
措
置
の
対
象
と
な
る
貨
物
の
品
名
、
銘
柄
、
型
式
及
び
特
徴

三

当
該
経
済
連
携
協
定
に
基
づ
く
報
復
関
税
に
係
る
措
置
の
内
容
（
前
二
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。）

四

当
該
経
済
連
携
協
定
に
基
づ
く
報
復
関
税
に
係
る
措
置
を
と
る
理
由

五

そ
の
他
参
考
と
な
る
べ
き
事
項

（
関
税
・
外
国
為
替
等
審
議
会
へ
の
諮
問
等
）

第
二
条

財
務
大
臣
は
、
経
済
連
携
協
定
に
基
づ
く
報
復
関
税
に
係
る
措
置
を
と
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
認
め
ら
れ

る
と
き
は
、
速
や
か
に
、
関
税
・
外
国
為
替
等
審
議
会
に
諮
問
す
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
経
済
連
携
協
定
に
基

づ
く
報
復
関
税
に
係
る
措
置
を
直
ち
に
と
る
必
要
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

２

財
務
大
臣
は
、
前
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
場
合
に
該
当
し
て
経
済
連
携
協
定
に
基
づ
く
報
復
関
税
に
係
る
措
置

を
と
っ
た
場
合
に
お
い
て
は
、速
や
か
に
、当
該
経
済
連
携
協
定
に
基
づ
く
報
復
関
税
に
係
る
措
置
の
内
容
を
関
税
・

外
国
為
替
等
審
議
会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
政
令
は
、
環
太
平
洋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
協
定
の
締
結
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二

十
八
年
法
律
第
百
八
号
）
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
関
税
・
外
国
為
替
等
審
議
会
令
の
一
部
改
正
）

２

関
税
・
外
国
為
替
等
審
議
会
令
（
平
成
十
二
年
政
令
第
二
百
七
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
条
中
「
第
二
条
及
び
」
を
「
第
二
条
、」に
改
め
、「
）
第
六
条
」
の
下
に
「
及
び
経
済
連
携
協
定
に
基
づ
く
報

復
関
税
に
関
す
る
政
令
（
平
成
二
十
九
年
政
令
第
十
号
）
第
二
条
」
を
加
え
、「
第
六
条
第
二
項
」
を
「
第
六
条
第
二

項
第
二
号
」
に
改
め
る
。

財
務
大
臣

麻
生

太
郎

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

〇
財
務
省
令
第
一
号

環
太
平
洋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
協
定
の
締
結
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
八
年
法
律
第
百

八
号
）
及
び
関
税
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
平
成
二
十
九
年
政
令
第
六
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
税
関
職

員
の
身
分
を
示
す
証
票
等
の
書
式
に
関
す
る
省
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
九
年
一
月
二
十
五
日

財
務
大
臣

麻
生

太
郎

税
関
職
員
の
身
分
を
示
す
証
票
等
の
書
式
に
関
す
る
省
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
税
関
職
員
の
身
分
を
示
す
証
票
等
の
書
式
に
関
す
る
省
令
の
一
部
改
正
）

第
一
条

税
関
職
員
の
身
分
を
示
す
証
票
等
の
書
式
に
関
す
る
省
令
（
昭
和
二
十
九
年
大
蔵
省
令
第
六
十
四
号
）
の
一

部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

「
経
済
上
の
連
携
に
関
す
る
日
本
国
と
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
と
の
間
の
協
定
」
を
「
経
済
連
携
協
定
」
に
、「
第
五
条

第
三
項
」
を
「
第
七
条
第
三
項
」
に
改
め
る
。

（
関
税
暫
定
措
置
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
二
条

関
税
暫
定
措
置
法
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
四
年
大
蔵
省
令
第
三
十
九
号
）の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
条
中
「
及
び
令
」
を
「
、
第
三
十
二
条
第
二
項
第
二
号
（
軽
減
税
率
等
の
適
用
に
つ
い
て
手
続
を
要
す
る
物

品
の
指
定
）
及
び
」
に
改
め
る
。

第
七
条
の
表
以
外
の
部
分
中
「
第
二
項
」
を
「
第
三
項
」
に
改
め
る
。

第
七
条
の
三
中
「
第
十
九
条
第
一
項
」
を
「
第
十
八
条
第
一
項
」
に
、「
に
お
い
て
」
を「（
同
条
第
二
項
（
同
条
第

三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）に
お
い
て
」に
、「
第
十
九
条
第
二
項
」

を
「
第
十
八
条
第
四
項
」
に
改
め
る
。

第
十
一
条
第
一
項
第
二
号
中
「
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
協
定
」
を
「
経
済
連
携
協
定
」
に
改
め
る
。

本
則
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
木
材
の
指
定
）

第
十
二
条

令
別
表
第
一
第
三
十
二
項
か
ら
第
三
十
四
項
ま
で
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
ア
ビ
ュ

ラ
、
ア
カ
ジ
ョ
ア
フ
リ
カ
、
ア
フ
ロ
ル
モ
シ
ア
、
ア
コ
、
ア
ラ
ン
、
ア
ン
ジ
ロ
ー
バ
、
ア
ニ
ン
グ
レ
、ア
ボ
ジ
ラ
、

ア
ゾ
ベ
、
バ
ラ
ウ
、
バ
ル
サ
、
ボ
ッ
セ
ク
レ
イ
ア
、
ボ
ッ
セ
フ
ォ
ン
セ
、
カ
チ
ボ
、
セ
ド
ロ
、
ダ
ベ
ー
マ
、
ダ
ー

ク
レ
ッ
ド
メ
ラ
ン
チ
、
ジ
ベ
ツ
、
ド
ウ
シ
ェ
、
フ
ラ
ミ
レ
、
フ
レ
イ
ジ
ョ
、
フ
ロ
メ
イ
ジ
ャ
ー
、
フ
ー
マ
、
ゲ
ロ

ン
ガ
ン
、
イ
ロ
ン
バ
、
イ
ン
ブ
イ
ア
、
イ
ペ
、
イ
ロ
コ
、
ジ
ャ
ボ
テ
ィ
、
ジ
ェ
ル
ト
ン
、
ジ
ェ
キ
テ
ィ
バ
、
ジ
ョ

ン
コ
ン
、
カ
プ
ー
ル
、
ケ
ン
パ
ス
、
ク
ル
イ
ン
、
コ
シ
ポ
、
コ
チ
ベ
、
コ
ト
、
ラ
イ
ト
レ
ッ
ド
メ
ラ
ン
チ
、
リ
ン

バ
、
ロ
ウ
ロ
、
マ
カ
ラ
ン
ド
ゥ
バ
、
マ
ホ
ガ
ニ
ー
、
マ
コ
レ
、
マ
ン
デ
ィ
オ
ケ
イ
ラ
、
マ
ン
ソ
ニ
ア
、
メ
ン
ク
ラ

ン
、
メ
ラ
ン
チ
バ
カ
ウ
、
メ
ラ
ワ
ン
、
メ
ル
バ
ウ
、
メ
ル
パ
ウ
、
メ
ル
サ
ワ
、モ
ア
ビ
、ニ
ア
ン
ゴ
ン
、ニ
ヤ
ト
ー
、

オ
ベ
チ
ェ
、
オ
ク
メ
、
オ
ン
ザ
ビ
リ
、
オ
レ
イ
、
オ
バ
ン
コ
ル
、
オ
ジ
ゴ
、
パ
ド
ッ
ク
（
か
り
ん
）、
パ
ル
ダ
オ
、

パ
リ
ッ
サ
ン
ド
ル
グ
ア
テ
マ
ラ
、
パ
リ
ッ
サ
ン
ド
ル
パ
ラ
、
パ
リ
ッ
サ
ン
ド
ル
リ
オ
、
パ
リ
ッ
サ
ン
ド
ル
ロ
ゼ
、

パ
ウ
ア
マ
レ
ロ
、
パ
ウ
マ
ー
フ
ィ
ム
、
プ
ラ
イ
、
プ
ナ
、
ク
ア
ル
バ
、
ラ
ミ
ン
、サ
ペ
リ
、サ
キ
サ
キ
、セ
プ
タ
ー
、

シ
ポ
、
ス
ク
ピ
ラ
、
ス
レ
ン
、
タ
ウ
ア
リ
、
チ
ー
ク
、
テ
ィ
ア
マ
、
ト
ラ
、
バ
イ
ロ
ラ
、
ホ
ワ
イ
ト
ラ
ワ
ン
、
ホ

ワ
イ
ト
メ
ラ
ン
チ
、
ホ
ワ
イ
ト
セ
ラ
ヤ
及
び
イ
エ
ロ
ー
メ
ラ
ン
チ
と
す
る
。

（
財
務
省
の
所
管
す
る
法
令
の
規
定
に
基
づ
く
民
間
事
業
者
等
が
行
う
書
面
の
保
存
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術

の
利
用
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
）

第
三
条

財
務
省
の
所
管
す
る
法
令
の
規
定
に
基
づ
く
民
間
事
業
者
等
が
行
う
書
面
の
保
存
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の

技
術
の
利
用
に
関
す
る
規
則
（
平
成
十
七
年
財
務
省
令
第
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。


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